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環境情報開示基盤の試行的整備における実証実験実施要領（企業向け）
環境省の実施する「平成２５年度金融機関等向けサプライチェーン排出量等の情報開示基盤整備事業委託業務」の一環として、委託事業の受託者である「株式会社エヌ・ティ・ティ・データ」（以下「ＮＴＴデータ」という）が実証実験の運営を実施します。実証実験の実施要領は以下のとおりです。
1. 実施要領
（1） 全体説明会（平成２５年１２月９日（月）および１２月１２日（木）開催予定）
　ご参加頂く企業を対象に全体説明会を開催し、環境報告（要約版）のフォーマットによる環境報告情報の作成方法、環境情報開示システムの操作方法などにつきご説明いたします。全体説明会はＮＴＴデータ（東京都江東区豊洲）にて実施します。遠方からの移動が必要などの理由により参加が困難な方につきましては、別途郵送により説明会内容についてご案内させていただきます。
（2） 環境報告情報の登録（平成２６年１月中旬～２月初旬実施予定）
　環境報告（要約版）のフォーマットに基づき環境報告情報を作成した上で、環境情報開示システムに環境報告情報をご登録頂きます。環境報告（要約版）のフォーマット内容につきましては、別紙４をご参照ください。
　なお、環境報告情報の登録は、インターネット経由で環境情報開示システムにアクセスして実施頂きます。
（3） アンケート、ヒアリングの実施（平成２６年２月中旬～３月初旬実施予定）
　環境報告（要約版）のフォーマットや環境情報開示システムの利便性等に関するアンケートにご回答頂きます。また、企業側の了解が得られた場合には、担当者よりヒアリングを実施させて頂くことがあります。
2. 実施スケジュール
　実施スケジュールは以下のように想定しています。
	実施内容
	10月
	11月
	12月
	1月
	2月
	3月

	（応募期間）
	
	
	
	
	
	

	（１）全体説明会
	
	
	△
	
	
	

	（２）環境報告情報の登録
	
	
	
	
	
	

	（３）アンケート、ヒアリングの実施
	
	
	
	
	
	


3. その他の事項
1 環境情報開示システムに登録された環境報告情報、及び環境報告情報を利用して実施された分析結果は、本実証実験に参加する企業、金融機関等、及び本業務に係る検討のため開催するワークショップ内でのみ公開され、本実証実験の目的に限り利用されるものとします。
2 環境情報開示システムに登録された環境報告情報について、企業側の了解が得られた場合には、本業務における報告書への掲載ならびに本業務の結果を報告するシンポジウム（平成２６年３月中旬実施予定）で公表をさせて頂くことがあります。
3 環境情報開示システムに登録された環境報告情報を利用して実施された分析結果について、本業務における報告書への掲載ならびに本業務の結果を報告するシンポジウム（平成２６年３月中旬実施予定）で公表をさせて頂くことがあります。
平成２５年　　月　　日
株式会社ＮＴＴデータ
公共システム事業本部　第一公共システム事業部
営業部　第一営業担当　宛
環境情報開示システムの試行利用　応募用紙（企業向け）
環境報告情報開示システムの試行利用に応募します。
（応募責任者）
	会社名
	

	部署名
	
	印

	役職
	
	

	氏名（ふりがな）
	


（担当者連絡先）
下記のE-mailアドレス宛に、環境情報開示システムのアカウントが通知されます。
	会社名　
	

	所在地
	〒

	部署名
	

	役職
	

	氏名（ふりがな）
	

	電話番号
	

	E-mailアドレス
	


（企業情報）
以下の内容が環境情報開示システムに初期登録されます。
	会社名（必須、公式名称を一つ）
	

	会社名（ヨミ）（必須）
	

	業種（任意、いずれか一つをチェック）
	□水産・農林業
□鉱業
□建設業
□食料品
□繊維製品
□パルプ・紙
□化学
□医薬品
□石油・石炭製品
□ゴム製品
□ガラス・土石製品
□鉄鋼
□非鉄金属
□金属製品
□機械
□電気機器
□輸送用機器
□精密機器
□その他製品
□電気・ガス業
□陸運業
□海運業
	□空運業
□倉庫・運輸関連
□情報・通信業
□卸売業
□小売業
□銀行業
□証券、商品先物取引業
□保険業
□その他金融業
□不動産業
□サービス業
□社会医療法人債
□学校法人債
□外国法人・組合
□外国政府等
□個人（組合発行者を除く）
□個人（非居住者）（組合発行者を除く）
□内国法人・組合（有価証券報告書等の提出義務者以外）
□外国法人・組合（有価証券報告書等の提出義務者以外）

	証券コード（任意）
	

	EDINETコード（任意）
	


以上
